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発刊にあたって
　本連合学校教育学研究科は平成28年3月で20周年を迎えました。創立20周年を記念し，9月24日，神
戸ポートピアホテルで，式典，講演会，祝賀会を開催しました。式典には，文部科学省教員養成企画室
の柳澤好治室長，東京学芸大学の出口利定学長，兵庫県知事代理の荒木一聡副知事，藤井比早之衆議院
議員，盛山正仁衆議院議員，関西圏の大学長，兵庫県の教育関係者らの来賓を迎え，構成4大学の役職員，
名誉教授，関係教職員，修了生・在籍生など約130人の方々に臨席を賜りました。続いての記念講演会で
は，兵庫教育大学の協定大学であるヴァンダービルト大学のイラーナ・ホーン教授の『教育における「知
る」ことの意味―学習に関する新しい視点と教育研究の様々なアプローチ―』と題する示唆に富んだお
話がありました。その後，同ホテル30階で祝賀会が，岡山大学所属の連合研究科虫明眞砂子教授の素晴
らしいソプラノ独唱のオープニングで始まり，華やかで，和やかな祝宴となりました。濵名外喜男初代
研究科長からは，設立初期の状況や4大学の教員間の関係性など，苦労話も披露されました。また，来賓
の方々からはそれぞれ応援のスピーチをいただきました。おかげさまで20周年記念式典を盛会裡に執り
行うことができました。
　さて，この創立20周年記念の事業の一環として，連合大学院における取り組みを記録に残し，そして
社会に発信するために，「教育実践学論集」創立20周記念特別号を発刊することになりました。本研究科
は，後にも述べますが，「教育実践学」という新たな学問分野の構築を目指し，高度の研究指導能力を有
する実践者及び実践に根ざした研究者を育成することを使命として，20年間歩んでまいりました。その
大きな成果として，「教育実践学」は既にしっかりと定着し，一つの学問分野に成長したと感じています。
本創立20周記念特別号では，各連合講座から「教育実践学」の歩みを語っていただき，研究科学生・修
了生からはそれぞれの教育実践学研究について紹介していただくことになっています。
　まずその前に，私から本連合研究科全体に関わる20年間の歩みについてお話ししたいと思います。本
研究科については，設置の経緯を抜きにしては語れません。教員養成系大学の博士課程設立を巡って議
論された内容は，本研究科，そして「教育実践学」の原点でもあります。
　本研究科は，平成 8 (1996)年4月に，兵庫教育大学を基幹大学として，上越教育大学，岡山大学，鳴門
教育大学の4大学の連合研究科として発足しました。教員養成系大学としては日本で初めて設立された博
士課程です。本研究科は，既存の「教育学」とは一線を画し，学校教育に関わる多様な教育実践や教育
的諸課題を研究対象とした「教育実践学」という新たな学問分野の構築を目指して出発しました。
　教員養成系大学に博士課程が設置されるまでの道のりは大変長く，困難なものであったようです。昭
和49（1974）年5月に新構想の教員養成大学等に関する調査会から「教員のための新しい大学・大学院の
構想について」の報告書が出されました。「この大学院には，将来は博士課程をも設置する方向で検討する」
連合学校教育学研究科長
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と記されていますので，博士課程の設置は早くから考えられていたようです。しかし，その後，設立ま
で20年以上もかかっています。
　昭和53（1978）年10月に兵庫教育大学，上越教育大学，続いて，昭和56（1981）年10月に鳴門教育大
学の3つの新構想大学が設置（開学）されました。博士課程についてはそれぞれの大学での設置を目指し
て検討が始まりました。しかしその後，昭和61（1986）年7月に，3新教育大学共同による現職教員教育
調査研究委員会が発足し，共同設置での博士課程へと方向転換がはかられました。そして，平成元（1989）
年8月に兵庫教育大学博士課程委員会が設置され，平成3（1991）年2月，日本教育大学協会（博士課程）
検討特別委員会で「教員養成系大学・学部に設置される大学院博士課程について」に関する報告が作成
され，平成3（1991）年7月に日本教育大学協会において博士課程問題研究会が設置されました。平成4
（1992）年7月に日本教育大学協会から文部大臣に対し，「教育系大学・学部における大学院博士課程の設
置に関する要望書」が提出され，平成5（1993）年4月文部省から大学院改革調査経費が措置され，3新
教育大学の連合による博士課程設置の検討が開始されることとなりました。さらに，平成6（1994）年4
月に，岡山大学を加え4大学による連合研究科設置について検討を開始し，11月に4大学間で「兵庫教育
大学大学院連合学校教育学研究科設置に関する構成大学間協定書」を締結，12月に4大学の連合による設
置構想案が作成されました。
　平成7（1995）年5月の文部省設置審大学設置分科会総会で「教員養成大学に設置される大学院に関す
る審査方針について」の中の「教員養成大学（学部）に置かれる大学院は，当分の間，修士課程のみと
するのが適当である」がようやく削除されました。それを受けて，同年7月に4大学連合による連合学校
教育学研究科（博士課程）設置の概算要求，兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科設置計画書が文
部省に提出されました。そして，平成8(1996)年4月に兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科が設立
されました。最初の構想から考えれば，20年以上が経過していました。このように，現職教員教育の体
系化の中での博士課程であることを踏まえて，本研究科が設置され，それまでなかった新たな学問分野
としての「教育実践学」が誕生しました。
　研究科設立後，20年間で，課程博士268人，論文博士127人，合計395人に博士の学位を授与しています。
学位も，「教育実践学」が浸透してきたことや本研究科のディプロマ・ポリシーによって，最近では，す
べて博士（学校教育学）になってきています（図1）。また，現職教員の大学院志願者・入学者の割合が年々
増加し，6 ～ 7割となっています（図2）。そして，修了者の約7割が大学・短期大学の教員となり，教員
養成にも関わっています（図3）。
図 1　学位の種類 図 2　現職教員の志願者・入学者の割合
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　一方で，この20年間は，「教育実践学」構築の歩みでもありました。平成11（1999）年に『教育実践学
の構築』，平成18（2006）年には『教育実践学の構築　第2集』を刊行し，教育実践学の体系化への方向
性を示しました。平成12（2000）年から刊行を開始した『教育実践学論集』は，現在，第17号を数え，
学会や教育実践の場で広く認知されるに至っています。
　また，博士課程設立と同時に，設置時の多くの研究科教員が発起人となって立ち上げた「日本教育実
践学会」も「教育実践学」構築の一翼を担ってきたと思われます。平成10（1998）年に設立され，第１
回大会には辻村哲夫文部省初等中等局長も登壇者として参加されたシンポジウム『教育実践学の課題と
展望』も行われています。そして，平成15（2003）年に第19期日本学術会議の審査を受け，日本学術研
究団体の登録が認められました。このことも「教育実践学」が一つの学問として認められたことを示し
ています。
　さらに，平成19（2007）～ 21（2009）年度において，大学院教育改革支援プログラムの採択を受け，
教育実践学コンピテンシーの育成を目指した教育課程の再編に取り組み，平成21（2009）年には新専攻(先
端課題実践開発専攻)を設置しました。
　最後に，近年の特筆すべきこととしては，平成28年4月から入学定員に8人の純増が認められ，32人と
なったことが挙げられます。純増が認められた要因の一つは，設立以来，志願者数が多く（図4），高倍
率であったことです。本研究科への出願は，事前に主指導教員予定者と面談し入学後の研究計画を相談
することが条件となっています。すなわち，この時点で志願者がある程度，しぼられます。このことを
考慮すれば，入学がかなり厳しい競争であるといえます。入学定員の増加が認められたことは，より多
くの教育現場に関わる学位取得者が期待されていることを示しています。
　この他，本研究科では，国際インターンシップ，国際学会派遣など，大学院生の研究支援を進めると
ともに，連合大学院の特色を生かした共同研究プロジェクトを実施し，4大学の研究者の密接な連携のも
とで研究を推進しています。
　これからも，本研究科では，研究成果を広く教育界や社会に還元するとともに，「教育実践学」研究を
推進する研究者の育成を進めてまいります。また，「教育実践学」が一層，充実・発展したものとなるよう，
研究科教員である私たち自身も力量を高め，国内外での研究を推進していきたいと考えています。
　20周年をさらなる飛躍への貴重な礎石として，本研究科がますます発展していくよう，今後ともご支
援をよろしくお願い申し上げます。
図 3　修了者の進路 図 4　志願者・入学者数の推移
